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さび落とし・さび止め強酸性クリーナー技術FOCUS 1

オーブ・テック㈱「HALT」
工場床補修に適した超耐久簡易補修キット技術FOCUS 2

アトミクス㈱「リペアキッド補修小僧」
業界最高のボイラー効率103% の小型貫流ボイラー技術FOCUS 3

川重冷熱工業㈱「潜熱回収型 WILLHEAT」
稼働を止めずに簡単施工、既設屋根の新遮熱工法

塗り床材「タフクリートシリーズ」に新工法

耐食性・耐熱性に優れ食品工場で使用可能な超低臭床補修材

食品工場の暑熱・結露を防ぐ高性能遮熱材

剝がれにくく防滑性・清掃性を両立する塗り床材

技術FOCUS 4

技術FOCUS 5

技術FOCUS 6

技術FOCUS 7

技術FOCUS 8

元旦ビューティ工業㈱

㈱エービーシー商会

㈱日米商会

㈱プラスアルファ

㈱キューケン

「元旦エコパネルシステム」

「LR 防カビB 工法」「ネオクリートLR 工法」

「ハイパーガード-F（Basic ／Ⅱ）」

「Reflectix」

「ピュアクリートGシリーズ」「ピュアクリートUCトップコート」

食品工場における修繕・改修のポイント
特集2５５

工場改修の必要性と計画立案の進め方５５

㈱食品施設計画研究所　髙橋 賢祐
解説 1

HACCP手法の修繕・改修での活用術０６

NPO HACCP実践研究会　宇井 加美

解説2

－衛生管理を高める改善のポイント

Close Up 広告企画　㈱SKサービス（㈱サニクリーン中国関連会社）三次工場０５
食品業界専門クリーニング工場操業10年を超え
顧客の衛生管理サポート体制を確立
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